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【論文要旨】
本稿は小売国際化の既存研究が海外出店行動に集中している現状に対し，独自商品戦略を中心と
する商品調達活動に焦点を当て，◯独自商品戦略は小売業の海外進出においてどのような役割を担
っているのか，◯独自商品戦略の展開における重要な要素は何なのか，という研究課題について，
文献研究，各種調査データおよび現地での店舗視察を中心に，考察を行った。具体的にはまず，小
売国際化の理論的考察を踏まえて，小売国際化における商品調達の研究の現状を整理した。また，
PB 開発の動機と目的に注目して，PB 開発と小売サプライチェーン・マネジメントの意義を検討
した。さらに，先行研究のレビューに基づいて，小売国際化における商品調達研究が遅れている原
因とその問題点を指摘し，独自商品が導入される目的および展開においての重要な要素を提起し
た。次に事例分析の部分では，イトーヨーカ堂（中国）の独自商品戦略を考察し，先行研究の仮説
を検証した。
事例分析の結果，独自商品戦略は競争が激化する進出先市場では競争の差異化，利益率の改善お
よび現地消費者の期待に応える意味において重要な役割を担うことが明らかになった。さらに，独
自商品の導入がサプライチェーンにおける小売業の消極的受動性の克服に役立ったことも示唆され
た。独自商品戦略の展開において，現地市場への理解を含む適応化，一定の販売消化能力，優れた
店舗イメージやサプライヤーとの良好な協力関係などが必要不可欠であることが確認された。
【キーワード】 小売国際化，独自商品戦略，現地化，差異化，サプライチェーン・マネジメント
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. はじめに
小売国際化の研究は小売国際化の現象を後追いするように1980年代の後半から急速に進んでき
た。これまでの研究では，小売企業の海外出店活動をめぐる研究が多く見られる一方，小売の国際
化活動のもう一つの核心的な内容である商品調達の研究蓄積が決して多いとは言えない。確かに，
小売業務の移転には序列性があり，商品調達と商品供給の移転より業態の移転が先行する傾向があ
る。しかし，現地化の深化にともない，業態の優位性に依存する戦略が徐々に限界を呈し，商品調
達と商品供給などのバックシステムに関する革新が必要になると予想される。
本稿は小売国際化の既存研究が海外出店行動に集中している現状に対し，独自商品戦略を中心と
する商品調達活動に焦点を当て，◯独自商品戦略は小売業の海外進出においてどのような役割を担
っているのか，◯独自商品戦略の展開における重要な要素は何なのか，という研究課題について，
文献研究，各種調査データおよび現地での店舗視察を中心に，考察を行う。具体的にはまず，小売
国際化の理論的考察を踏まえて，小売国際化における商品調達の研究の現状を整理する。また，
PB 開発の目的に注目して，PB 開発と小売サプライチェーン・マネジメントの意義を検討する。
さらに，先行研究のレビューに基づいて，小売国際化における商品調達研究が遅れている原因とそ
の問題点を指摘し，独自商品が導入される目的および展開においての重要な要素を提起する。事例
分析では，イトーヨーカ堂（中国）の独自商品戦略を考察し，先行研究の仮説を検証する。最後に，
先行研究と事例分析に対する総合的考察を行い，筆者の見解を提示することとしたい。
. 先行研究の整理
 小売国際化研究の系譜
小売国際化に関する本格的な研究はホランダ―（Hollander, 1970）の研究から始まり，1980年
代の後半から小売国際化の活発な活動にともない，急速に進展してきた。Alexander and Myers
(2000）が小売国際化の文献レビューを行い，初期の研究は小売国際化の活動そのものに焦点が絞
られ，事実把握型の研究がほとんどであることを指摘した。彼らの研究によれば，1980年代半ば
を境に，国際化環境に置かれた小売活動の特性を分析したり，小売国際化の戦略パターンを抽出し
たりするような「分析の焦点化」研究が多数見られた。さらに1990年代以降，理論的課題と分析
モデルの提示に研究の焦点が移り，いわゆる「概念化」を目指す研究が増えてきた。このような分
類は小売国際化分野における日本の代表的な研究者の一人である矢作（2007）氏の研究にも採用
されたため，本稿も基本的にこの区分にしたがい，先行研究をレビューする。
小売国際化の初期研究は第 2 次世界大戦後のアメリカ小売企業の海外進出によって触発された。
1960年代から70年代にかけて，アメリカの大手小売企業シアーズ・ローバックは経営上の優位性
を持って隣接するメキシコ，カナダから中南米に進出し，その後ヨーロッパでの出店も実現した。
当時の研究関心は他国より大きな優位性を有するアメリカ小売企業の海外進出活動に対するより良
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い理解であり，事実の確認と把握に重点を置かれた研究が主流であったが，事実の解釈や国際化し
た小売企業の類型化を試みる研究も一部現れた。取扱商品と業種を基準に国際化した小売企業の分
類を提示した Hollander (1970）の研究は初期の小売国際化の状況を反映したものとして，その後
の関連研究に大きな示唆を与えた（Alexander, 1997）。
その後，集計した事実の分析に当たり，国際化の意思決定に影響を及ぼす参入動機と参入規定要
因に研究の関心が集められた。動機研究の代表的なものは「プッシュ要因」と「プル要因」の分析
枠組みである。伝統的な「プッシュプル要因」の論者は国内市場の飽和，成長機会の少なさな
ど，本国市場の魅力をなくさせる要因（プッシュ要因）が小売企業の海外進出における重要な動機
と考えていた（Treadgold, 1988）。しかし，その後の動機研究はプル要因による国際化も強調さ
れるようになった。Alexander (1990）はイギリスの小売企業上位200社に対する実証研究から，
海外での新しい市場機会を狙った（プル要因）ことが国際化のより重要な動機であると指摘。
Williams (1992）はイギリスのグローバル化した小売企業42社を対象に調査を実施し，プル要因が
国際化に対する影響だけでなく，小売企業の主体的戦略的行動の重要性も示唆した。
一方の参入規定要因研究は参入地域と参入方式の決定要因を特定しようとする研究である。
Treadgold (1988）は主な規定要因は，地理的社会的文化的要素，国際化の経験，業態と取扱う商
品を含む小売業の特性等に集約できるとした。Burt (1993）の研究においても同様な指摘が見られ
る。これらの先行研究の主張は，◯国際化は地理的・社会文化的に近い市場への進出から始まる
◯国際化経験の蓄積にともない，地理的・社会文化的最小化原理が消失する◯国際化が進展する
ほど，よりコミットした参入方式が採用される，の 3 点にまとめることができる。
動機研究と参入規定要因の研究はどちらかといえば小売企業が海外に進出する前の意思決定に焦
点を当てたものであった。1980年代後半以降，小売企業の海外進出後の活動にフォーカスを絞
り，分析の焦点を明確化する国際化戦略パターンの抽出研究が現れた。Salmon and Tordjman
(1989）は国際マーケティングの研究領域の主題である「標準化」と「適応化」を分類基準とし，
小売業の国際化戦略を標準化を行う「グローバル戦略」と適応化を行う「マルチナショナル戦略」
の 2 種類に分類した。彼らの分類によれば，業態の複製が可能で，マーケティング・ミックスの
標準化が図れる専門店がグローバル戦略グループに属し，品揃えやプロモーションなどの現地適応
化が必要不可欠な総合小売業がマルチナショナル戦略を採用する典型例である。Salmon and
Tordjman の研究結果は小売業態と国際化戦略の間に相関関係があることを示唆しており，1980年
代以降の欧州市場で専門店の国際化が先行し，総合小売業の国際化が慎重であったことについて説
明力をそなえている（矢作，2007）。国際化戦略パターンの抽出について，他にも様々な分類基準
が設定され，様々な類型化が提示されたが，紙幅の制限で割愛する。
1990年代以降，小売国際化プロセスの概念化に関する問題提起が増えており，Douglas and
Craig (1995），向山（1996），Alexander (1997），Dawson and Mukoyama (2006），矢作（2007）
がそのうちの代表的な研究である。Douglas and Craig (1995）は小売国際化のプロセスを初期参
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図表. 国際戦略パターン
グローバル戦略 マルチナショナル戦略
定義 同一公式（formula）の複製可能性＝標準化 公式の現地への適応
業態 専門店チェーン SM, HM，などの総合小売業
マーケティング セグメンテーション，ポジショニング，マーケティング・ミックスの標準化
基本業態コンセプトの複製，マーケティン
グ・ミックスの適応
組織 デザインから生産，流通までの垂直的統合 マルチ・ドメスティックなアプローチ
経営管理
中央集中管理，優れた情報システム，迅速
な成長，規模の経済性，わずかなノウハウ
の移転
分権管理，本部との頻繁な情報伝達，平均
的成長能力，規模の経済性が少ない，ノウ
ハウ移転の重要性
出典Salmon and Tordjman (1989)
入，現地化，グローバル統合の 3 段階に区分し，各段階の特徴について以下のように要約した。
初期参入段階は市場の選択，参入方法及び参入時期が主な意思決定事項である。現地化段階では現
地市場に合わせて小売事業モデルを修正し，事業を成長の軌道に乗せることが主な課題となる。グ
ローバル統合段階では様々な進出市場間の経営資源を配置・調整し，統合することが重要である。
一方，向山（1996）は商品調達行動と出店行動を基準に，最終段階の「純粋グローバル」に至
る 3 つのパスを提示した。3 つのパスとは◯ヤオハンのように商品調達活動と海外出店の国際化を
同時進行させ直接純粋グローバルに到達する方法，◯良品計画のように，商品調達の国際化を先行
させ，国際化の経験がある程度蓄積された後に海外出店を果たすやり方，◯多くの日本小売業のア
ジア進出に見られるように，タイムラグを利用して先に出店させ，その後商品調達の国際化に着手
する方法，である。規模の経済性が享受できる標準化戦略と現地市場の特性に対応した適応化戦略
のグローバル・ジレンマに悩む総合小売業に対し，向山が「周辺的品揃え」と「中心的品揃え」の
概念を打ち出し，所得水準の上昇により，各国間で共通可能な品揃え部分が発生し，中心―周辺品
揃え形成の統合によりグローバル・ジレンマが克服されるとの仮説を示した。向山の研究は先駆的
であるゆえに，それに対する批判も多く見られた。川端（2000）は「所得水準の向上により品揃
えが重複し各国市場の同質化が本当に可能なのか」との疑問を示した。矢作（2007）も「中心的
・周辺的品揃えの具体的な示唆がない」，「出店と商品調達のグローバル化が同時に進むのが純粋グ
ローバル化なのか」と批判的な考えを提示した。
矢作（2007）は Douglas and Craig (1995）の分類法にしたがい，参入後の成否を大きく左右す
る現地化段階に研究の焦点を定めた。同氏の研究結果によれば，高級ブランドショップのような例
外を除けば，小売業態の適応化は不可欠である。業態の適応化を起点として，小売企業の現地化を
◯「標準化の中の部分適応」，◯「創造的な連続適応」と◯「新規業態開発」の 3 パターンに分類
できる。◯は本国事業で標準化された事業モデルを部分的に現地適応させる戦略。イオンやイトー
ヨーカ堂など多くの日本小売企業のアジア進出に見られる。◯はセブンイレブン・ジャパンが日
本型コンビニを作り出したように，基本業態コンセプトは維持しながら，既存モデルを超えた革新
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図表. 小売事業モデルの枠組み
出典矢作（2007）p.34より引用
的な事業モデルが創造される戦略。◯はテスコのハイパーマーケット戦略に代表されるような，参
入先に適合する新規業態を作り出し，事業システムを構築する戦略。さらに，矢作（2007）の研
究から，小売事業モデルを構成する小売業務，商品調達，商品供給の移転には序列性が存在するこ
とが発見された。つまり，事業モデルの基礎となる「小売業務」の現地化が先行し，深まる。業態
の適応化の目途が立った段階で，小売業務の運営を支援する商品供給と調達システム，たとえば
「配送センターの整備」「独自商品の開発」へと経営の重点政策が移行していく。
以上，小売国際化領域の研究を初期の事実把握段階，分析の焦点化段階と概念化段階に分けて，
代表的な研究をレビューしてきた。文献レビューから，下記の 2 点を指摘できると考える。第 1
に，小売国際化の初期の研究は事実の把握や進出前の意思決定事項に重点が置かれ，それ以降の研
究は出店行動にともなう業態の移転に集中している。第 2 に，小売国際化の対象は商品，業態，
知識の 3 つに集約できるが（鈴木，1976Dawson，1993向山，1996青木，2000），出店行動
にともなう業態，知識の移転に多くの研究が蓄積されているのに対し，商品調達の国際化に関する
研究はそれほど多くない。そのため，次節では商品調達の国際化に関する先行研究を整理していく。
 商品調達の国際化に関する先行研究
商品調達の国際化についての先駆的な研究として，Dawson (1993）と向山（1996）を挙げるこ
とができる。Dawson (1993）は商品調達の国際化の理由，手段，促進要因等を整理し，調達国際
化のモデルを提起した。また，小売業の国際調達活動は，調達の場所（国内か海外か），手段（4
種類）と企業間の連携（3 段階）によって，一般的には低いレベルから高いレベルへと進化すると
指摘した。向山（1996）は商品調達を小売企業の国際化活動の「核心的内容」と位置づけ，調達
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図表. 商品調達手段
生産機能遂行度
低 関 与 高 関 与
商品調達地
国 内
Phase 1
納入業者依存型仕入れ
Phase 3
PB 開発
国 外
Phase 2
通常輸入
Phase 4
開発輸入
（国内市場向けに販売する場合）
生産機能遂行度
低 関 与 高 関 与
商品調達地
国 内
Phase 5
単純移出
Phase 7
PB 海外供給
国 外
Phase 6
買付移出
Phase 8
自在開発
（海外市場向けに販売する場合）
出典向山（1996）p.177より引用
国際化の駆動力として「もの作りの深化」に注目した。彼は商品の調達地と生産段階への参与度を
軸に，商品調達の方法を 4 種類に分類した。図表 3 に示すように，国内市場向けに販売する場
合，納入業者依存型，通常輸入，PB 開発と開発輸入に分類される。海外市場向けに販売する場
合，単純移出，買付輸出，PB 海外供給，自在開発に分類される。
一方で，秦（2014）は1990年代以降の小売業の国際調達に関する24本の論文をサーベイし，こ
の分野の先行研究を調達戦略，調達先の変更，知識の移転と学習，企業倫理，海外出店の 5 つの
テーマに分けた。ここでは，秦（2014）の分類にしたがい，注目度の高い研究テーマを簡単にま
とめていく。「調達戦略」研究の多くは国際調達を行う際の考慮事項に重点を置かれている。国際
調達はコスト削減や独自性のある品揃え形成において期待できる反面，リードタイム，注文の変更
と返品などにおいて国内調達よりも多くのリスクを抱える。そのため，国際調達を円滑に行うに
は，高い現地情報力，生産過程への関与，ロジスティック力の強化が必要である（lowson, 2001
木立，2003Akesson, 2007）。「知識の移転と学習」に関する研究の多くは先進国の小売企業と途
上国のサプライヤーの関係に注目し，前者から後者への知識・ノウハウの移転は品質管理，ロジス
ティックや PB 開発などにおいて大きな戦略的な意味を持つと指摘している（Currah and Wrigley,
2004Ghauri et al., 2008Tokatli et al., 2008）。「海外出店」を取り上げる研究では，国際調達は
海外出店の成否を規定する一因として捉え，現地サプライヤーと良好な関係を構築することが商品
調達の円滑化につながるだけでなく，現地市場および消費者の嗜好をより良く理解する面でも極め
て重要である（Elg et al., 2008Coe and Lee, 2006）。また，小売企業が母国で構築した事業シス
テムが進出先の環境特性に適用できず，店舗の収益性や出店スピードに負の影響が及ぶことも先行
研究で重要視された（川端，2000Aoyama, 2007）。
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テーマ別の整理を通して，商品調達の国際化に関する研究の現状を把握してみた。小売国際化全
般を取り上げる先行研究では，小売企業の海外出店活動に関心が集中する傾向がみられる一方，国
際調達に特化した研究では，商品調達地が海外で，販売空間を国内市場とする調達活動について多
くの研究が行われた。向山（1996）の分類でいえば，Phase2 の通常輸入と Phase4 の開発輸入に
当たる。しかし，小売国際化全般を射程に入れる研究と商品調達の国際化に重点を置く研究に共通
していえるのは，小売業の海外進出における独自商品戦略の研究がそれほど多くないということで
ある。前者においては，業態移転の一環として独自商品の開発に言及した内容が存在しているが，
質も量も十分とはいえない。後者においては，海外出店における現地サプライヤーとの関係構築や
母国の調達システムの現地適応化が重要視されたが，独自商品戦略に関する具体的な記述がそれほ
ど見られない。
 PB 開発と小売サプライチェーン
以上で小売国際化の枠組みの中で PB を含む独自商品がどのように論じられ，どう位置付けられ
ているのかをレビューした。本節では小売業による PB 開発の目的に注目し，PB 開発と小売サプ
ライチェーン・マネジメント（以下，SCM）の意義を検討する。
そもそも小売業者は何故本業を超えて，本来製造業者の役割にまで介入し，PB を開発・導入し
ようとするのか。先行研究では主に 3 つの視点が主張されている。◯大手流通企業は PB 開発を通
じて製造業者の市場支配力を抑制し，交渉上の力を高めるようとする（Hoch and Banerji, 1993）。
◯マーケティングコストと流通コストがかからない PB 商品の販売で，利益率を改善する（高嶋，
2002）。◯NB に依存した品揃え形成を改善し，PB の導入で差別化をはかり，激化する小売店舗間
の競争に勝ち残る（Salmon and Cmar, 1987）。上記の 3 点はいずれも PB 導入の重要な目的ではあ
るが，◯と◯はどちらかといえば戦略的な目的であり，◯こそが構造的要因に関わる目的であると
いえる。◯の視点はサプライチェーンにおける製造業者と小売業者のパワーシフトから考えること
ができる。小規模分散型の前近代的小売店と違って，近代的小売企業がチェーン・ストア経営組織
を確立することで，低コスト経営による低価格・大量販売を実現した。こうした大規模小売チェー
ンは多店舗展開によって大量仕入を可能にし，バイイング・パワーを武器に NB の仕入に際して有
利な条件を引き出し，低価格販売を可能にする。ある特定商品の生産のミニマム・ロットを販売す
るだけの大量販売力を築きあげるならば，この大量販売力を大量集中計画や仕入力に転化し，垂直
的統合の方法によって逆に生産段階に介入することを可能にする（佐藤 1974, p.34）。すなわち，
PB 開発は NB をただ製造業者から仕入れて再販売するという小売業固有の消極的受動性を克服
し，小売主導型の新しいサプライチェーンの構築に核心的役割を担うと考えられる。日本では
Galbraith (1952）が提起した「対抗力」概念を中心に PB 開発の目的を捉える研究が多く存在して
いる（佐藤，1974大野，2010）。一方で，対抗だけでなく，小売業者と製造業者の共同開発など
協調の側面から PB 開発を考える必要があるとの主張も見られる（矢作，1976向山，2001）。
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小売業の海外進出の視点から PB をはじめとする独自商品を考えると，現地化の深化と競争の激
化にともない，◯の利益率の改善と◯の差別化を目的とする PB 展開が十分に考えられる。◯はサ
プライチェーンの主導権に関する動機であり，進出先市場での製造業者と小売業者の力関係によっ
て状況が若干異なると想定される。しかし，母国市場で築き上げた事業システムの移転と現地市場
への適応に一定の時間がかかることが多くの先行研究によって指摘されている（川端，2000
Aoyama, 2007）。そのため，現地の NB 仕入に問題が発生した場合や NB のみでは満足のいく品
揃えを提供できない場合に，PB の導入がサプライチェーンにおける小売業の消極的受動性の克服
に役立つことができると考える。
しかし，PB の企画あるいは開発は当該小売業者もしくはそのグループ企業での販売が前提にな
る。言い換えると，PB は製造時点から販路が決定しているため，導入に当たって，販売可能数量
が重要な検討事項になる（秋川・戸田，2013庄司，2015）。さらに，買い得感重視の PB と比較
すると，付加価値型 PB は標的市場が限定されて品種あたりの需要の規模が小さいため，在庫リス
クを増大する可能性がある（秋川・戸田，2013）。独占的販売チャネルを有する PB の特性から，
海外進出先において一定の販売消化能力を確保できるか否かが PB の成果に大きく関係してくると
推定できる。
 小売業の海外進出における独自商品戦略について
小売国際化の対象は商品，業態，知識の 3 つに集約できるが（鈴木，1976Dawson，1993向
山，1996青木，2000），移転対象となる商品が出店活動から分離して国境を越える場合がある。
そのため，商品調達の国際化研究では国内市場で競争差異化のために輸入販売したり，安いコスト
を求めて海外で PB を生産したりする小売企業の事例が多く取り上げられた。一方で，小売業では
商品と店舗の分離が難しい企業が多数存在している。そこで，小売国際化をテーマにする多くの研
究は母国市場で構築した小売事業システムの移転に関心が集中する。また，小売事業システムの各
部分は同時に移転されることがほとんどなく，店舗属性を中心とする業態の移転が先行される傾向
が確認されている（矢作，2007）。そのため，独自商品の企画と開発は小売事業システム移転の一
環として言及されるが，先行する業務システムの移転と比べるとそれほど注目されてこなかった。
以上の議論から，今まで小売業の海外進出における独自商品戦略があまり研究されてこなかった
ことには一定の必然性があることは理解できる。しかしながら，現地化の深化に伴い，店舗属性の
適応化だけでは進出先市場の競争で勝てる保証がない。持続的競争優位を構築するには独自商品戦
略など深いレベルのイノベーションが重要になってくると予想される。さらに，小売業の SCM か
ら PB 開発の動機を考察すると，戦略的競争優位の維持とは別の動機も見えてきた。つまり，サプ
ライチェーンの主導権を握る意味から考えれば，PB の導入がサプライチェーンにおける小売業の
消極的受動性の克服に役立つことができる，ということである。
本稿ではイトーヨーカ堂（中国）の事例を分析することで，小売企業の海外進出における独自商
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図表. 小売企業の国際化の方向と対象
対象
方向 商 品 業 態 知 識 （備 考)
内→外 単純輸出 PB の海外供給 移 転 移 転 外への国際化
外→内 通常輸入 開発輸入 吸 収 吸 収 内なる国際化
外⇔外 買付輸入 自在開発 移転吸収 移転吸収 ネットワーク化
出典向山（1996）p.177と矢作（2007）p.24表 13 を参考に筆者作成。
注◯灰色の部分は小売業の海外進出と商品調達国際化についての先行研究の焦点分野。
1 セブンアイ HLDGS. の公式 HP より引用。
URL: http://www.7andi.com/group/supermarket.html
アクセス日2015年 7 月16日
2 中国連鎖経営協会 HP「2014中国チェーンストアランキング」を参照。アクセス日2015年 7 月16日。
URL: http://www.ccfa.org.cn/portal/cn/hangybzhun.jsp?lt＝31&pn＝5&pg＝1
品戦略の役割，および進出先で独自商品戦略を展開するうえでの重要な要素を確認していく。イ
トーヨーカ堂（中国）を事例として選択したのは 2 つの理由がある。まず，イトーヨーカ堂は外
資小売業の中で比較的早い時期に中国進出を果たし，かつ進出の初期から独自商品を展開してき
た。したがって，外資小売業のうちの日系小売業の代表事例として考えられる。また，イトーヨー
カ堂（中国）の各時期における独自商品戦略をみると，PB の開発動機に関する先行理論の主張に
合致する点が多く見られるため，PB 開発の動機理論の適合事例であるといえる。なお，本稿で取
り上げる独自商品は小売企業が開発，流通，販売に主要責任を持ち，独自のブランドで販売する
PB を中心とするが，商品名があるがブランド名をつけない惣菜，おにぎり等の独自開発商品，競
合店にない輸入商品や日本メーカー商品も独自商品として捉えることにする。すなわち，本稿の独
自商品は図表 4 の単純輸出，PB の海外供給から買付輸出，自在開発まで含む幅広い概念となる
が，その鍵となるのは「もの作り」を含めた自在開発である。
. イトーヨーカ堂（中国）の独自商品戦略
 イトーヨーカ堂の中国事業
イトーヨーカ堂（以下，ヨーカ堂）の中国事業にはドミナント戦略の堅持，単店舗の採算性重視
という 2 つの特徴がみられる。1996年，中国政府から出店の要請を受け，伊藤忠商事の斡旋のも
とで，ヨーカ堂の中国進出が実現された。翌年の1997年11月に中国内陸部の四川省成都市で海外
1 号店を開設し，5 か月後の1998年 4 月に北京での 1 号店を開業した。2015年 7 月現在，ヨーカ堂
の中国市場における店舗数は北京 5 店舗，成都 6 店舗の合計11店舗で，展開している業態は北京
三里屯店を除くとすべて「総合量販店」である1。2014年の売上は約72.7億元（約1413億円），中
国の外資主要19社チェーンストアランキングでは15位に位置する2。
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3 2014年各社の売上高は「2014中国チェーンストアランキング」に基付き算出した。
4 激流2010年11月号 p.27より引用。
5 朝日新聞2002年 8 月24日付「中国を変えるヨーカ堂 独自商品の販売に本腰」より引用。
北京での店舗数は2009年 9 月まで 8 店舗を開店していたが，北京五輪後の業績不振で閉鎖が相
次いだ。一方，地方都市の成都でヨーカ堂が長年地域一番店の座を独占し，店舗数も業績も順調に
成長してきた。中国全土でスピード出店したカルフールやウォルマートなどの外資小売業と比べる
と，北京と成都にのみ集中出店するヨーカ堂のドミナント戦略が特徴的である。また，同社は店舗
数の拡大より，単店舗の採算性を重視する方針を貫いてきた。その結果，2014年度の単店舗の売
上をみると，カルフール，ウォルマートの単店舗売上の約 3 倍である3。しかしながら，前述のよ
うに，成都と北京の業績が明暗を分けた中，北京店舗の改革が迫られている。成都は今のところ健
闘ぶりを見せているが，大型商業施設の開業が急増し，ネット通販が台頭する中で，従来通りの店
舗運営では今後立ち行かなくなる可能性が出てきた。そのため，北京も成都も PB 商品を含む独自
商品の比率を高め，サービスや売場での体験を重視する方針で改革を加速している。
 各時期の独自商品の展開
ヨーカ堂（中国）における独自商品の展開は進出初期，模索期と加速期の三つの段階に分けるこ
とができる。進出当初，現地での知名度が足りないことや中国の供給システムに適応できなかった
ことから，現地商品の仕入れが思うように進まなかった。その弱点を補うねらいから，成都，北京
の 1 号店に日本で開発されたヨーカ堂の衣料品 PB「IY BASIC」が多く投入された。しかし，日
本で開発された PB は現地消費者の好みに合わず，価格も比較的高かったため，ほとんど売れなか
った。そこで衣料品部門については地元百貨店同様に，大幅にテナントを導入し，自社買い取り商
品の比率を思い切って引き下げた。自社で運営している食料品部門では中流階層の品揃えにするた
め，最初から日本の技術を生かした新しい食文化の提案に力を入れた。例えば，日清製粉のパン焼
き機を持ち込んで，パンになじみのない地元消費者に焼き立てのあんぱんを提案し，一日3000個
が飛ぶように売れた4。衛生管理と温度管理を徹底し，地元のスーパーマーケットが取り扱ってい
ない生鮮食料品をパックに詰めて販売することも試みた。衣料品部門での挫折と比べて，食料品部
門での独自商品戦略は一定の成績を収めたが，課題も残された。対象とする中流階層が当時まだ十
分に育っておらず，パック詰めの生鮮が価格の高さから敬遠され，北京も成都も一号店はしばらく
不振が続いた。
それでもヨーカ堂の独自商品に関する模索は絶えなかった。2001年12月，ヨーカ堂北京店舗の
衣料品売り場では，PB コーナーが設けられた。対象商品は婦人，紳士，子供用 T シャツなどの衣
料品。日本で開発された PB をそのまま投入した当初のやり方から反省し，注文委託で現地向けの
商品開発を始めた。その結果，開発された PB 衣料品の値段はテナントの同類商品より平均して 3
割ほど安く抑えることができた5。しかし，2002年当時の北京十里堡店を例にすると，PB 衣料品
―  ―
6 日経流通新聞2003年10月16日付け「成都での成功に自信」より引用。
7 日経流通新聞2003年10月16日付け「成都で流通割拠」を参照。
8 日経流通新聞2008年11月07日付け「食の安全が中国市場拓く」より引用。
の売上がまだ店全体の 5に満たず，注文委託のノウハウもなお確立していなかったので，仕入れ
販売よりむしろ利益率が悪かった。一時の不利益を覚悟して PB 衣料品の導入に踏み切った背景に
は長期の利益率改善と差別化の狙いがあった。北京では1990年代後半から，内外資本による大型
店舗の出店が加速し，北京国美など家電専門店の躍起も目立つようになった。特に低価格と大量販
売を特徴とするカルフールは北京でヨーカ堂より 2 年以上早くの1995年に開業し，有利な立地の
独占，理想的な店舗イメージの確立，ストア・ロイヤルティの形成などにおいて先発者の優位性を
構築できた（田村，2003）。同様の状況は成都においても観察できる。1996年に沿海部と内陸部の
経済格差を是正するために中国政府が打ち出した「西部大開発プロジェクト」に促進され，プロジ
ェクトの中心である成都に外資小売業の進出が相次いだ。成都のヨーカ堂 1 号店は初期の苦戦を
乗り越え，徐々に品揃えを良いものに改めたが，店舗間の競争過熱によって2002年から値引き販
売にも乗り出した。当時の塙専務は「価格競争に巻き込まれない独自商品の開発を急ぐべきだが，
他店と同じ商品やテナントだと価格を合わせざるを得ない」と独自商品の必要性に言及した6。
一方，進出初期に値段の高さで売れ行きが良くなかったパック詰めの生鮮食品はついに転機を迎
えた。中国では2003年の重症急性呼吸器症候群（SARS）以降，「安心・安全」への関心が高まっ
ており，消費者の買い方が一変した。食品は衛生的で安心・安全の店で購入する流れが広がり，そ
の先頭を走るヨーカ堂の評価も次第に上がった。ヨーカ堂はこれを機に無農薬野菜の取り扱いを拡
大し，生産，流通，加工の過程で安全や衛生面に配慮していることを示すボードも売り場に設け
る7。そのほか，中国版「顔が見える野菜」として契約基地から直接仕入れた有機野菜，日本の技
術で品種改良した米や果物，海魚も次第に導入され，安心・安全で上質の店舗イメージを作り出し
た。もちろん，消費者の意識は「SARS」だけで変化したわけではない。2004年から中国経済は年
間 2 桁成長の成長段階に入り，質の良いもの，新しいものを求める中間階層が急増した。ヨーカ
堂は進出当初から取り組んできた上質の食料品の開発と提案はここにきて少し認められるようにな
った。さらに，2008年に発覚された牛乳への有害物質のメラミン混入など中国での食品安全問題
の多発によって，消費者が安全な商品を選ぶ意識が一段と高まった。経済発展に伴う購買力の上昇
もあり，割高でも安心できる商品を求める中間層のニーズが確実に増えた。ヨーカ堂は数年前から
増やしてきた有機栽培や減農薬の野菜の売上が好調で，2008年11月時点で北京十里堡店では野菜
全体の売上高の半分弱にも達した8。2008年 3 月からヨーカ堂のハトのマークを付けた PB とし
て，有機栽培の作物を餌とした豚肉の販売も始めた。売り場の液晶モニターでは提携農場の飼育風
景を写し出し，豚肉全体の売上の25を占める店も出た。一方，新しい食の提案は寿司，刺身に
続きおにぎり，茶碗蒸し，納豆へと広がった。中でも納豆は現地消費者の健康意識を背景に一店で
一日1000パックも売れるほどのブームを作り上げた。さらに，伊藤ハム，ブルボン，アサヒビー
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図表. イトーヨーカ堂（中国）の独自商品戦略の略年表
時 期 内 容 企画・開発方式 備 考
1997年～
1998年
1 号店に多くの衣料品 PB を投入 本社 PB の導入 現地市場のニーズに合わ
ず，売れ行き不振パック詰めの生鮮食品を展開 衛生と温度管理の徹底
2001年～ 衣料品売り場に PB 売場設置 注文委託，買い取り販売
2003年～
2008年
有機野菜，日本の技術で品種改良
した米，果物，海魚を導入 契約基地からの直接仕入
安心・安全で上質の店舗イ
メージを構築し，消費者か
ら高評価
新しい食の提案は寿司，刺身から
おにぎり，茶碗蒸し，納豆へ
実演販売日系食品
メーカーから仕入れ
2008年 豚肉，などヨーカ堂のハトのマークを付けた PB 食品を発売 提携農場との共同開発
2010年～
2011年
世界共通の PB 食品を投入 本社 PB の導入 グループ企業の力を集結し
て独自商品の食品開発に取
り組む現地産の統一 PB 菓子31品目発売 日系や現地メーカーとの共同開発
2010年～ 衣料品では新ブランドも展開 輸出企業の開発に相乗り本社PB を現地仕様に変更
売上に占める割合が小さい
が，今後も拡充
出典各種文献を参考に筆者作成
9 朝日新聞2009年 6 月28日付け「節約の波 日本企業戦略見直す」を参照。
ルなど中国に進出している日本の食品メーカーとの取引も増やし，競合他社では買えない日本食品
を積極的にそろえた。もちろん，購買力が増大し，食の安全に関心が高まった中間層を取り込もう
と他の外資系小売業も安心できる品揃えを増やしている。有機野菜などの取り扱いでヨーカ堂より
遅れたウォルマートは2008年 9 月に「ダイレクト・ファーム」と呼ばれる農家との直接取引を広
げる方針を発表し，有機野菜の値段を通常の野菜並みに下げる目標も打ち出した。同社の本来の強
みである価格の安さと食の安全を両立させて中間層を含む幅広い消費層を取り込む作戦で攻勢をか
けた。
2009年の後半からヨーカ堂（中国）の独自商品戦略が一層加速した。その背景には世界的不況
を受け，中国でも節約志向と買い控えが広がったことや北京五輪後の大都市におけるオーバースト
ア現象の深刻化が考えられる。2009年の年明けからヨーカ堂の北京と成都店舗では一般野菜より 3
割ほど高い低農薬，無農薬の野菜の売れ行きが鈍化し，2008年まで伸び続けた北京店の売上も前
年割れとなった9。そこで力を入れたのが PB 商品だが，競合店が急増した状況では以前のように
安全・安全だけでは差別化が難しい。いかに価格を抑えながら，価値のある商品を提供できるかが
競争に勝ち抜くカギとなった。こうした状況の中で，ヨーカ堂（中国）が属するセブンアイホー
ルディングスがグループ企業の力を結集して対応に乗り出した。2010年 2 月セブンアイは日米
で販売されている PB ワインを中国のヨーカ堂など130店舗で売り出し，さらに2011年2月期まで
に世界共通の PB を10品目まで投入すると発表した。一方で，セブンアイグループの統一 PB
「セブンプレミアム」の菓子類31品目も2010年の 6 月から中国で発売された。これはヨーカ堂（中
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図表. イトーヨーカ堂（中国）が展開している PB
商品分野 ブランド名 商品の説明代表例 取扱店
食 品
華堂 野菜の水煮パック，砂糖等 北 京
SEVEN PREMIUM ドライフルーツ，米菓子等 共 通
伊藤品質 米，菓子パン，ナッツ
成 都
目に見える安心 野菜，精肉
衣料品
bpi 中国市場向けに開発したファミリー・カジュアル
共 通
IY BASIC
レディースメンズ・カジュアル
L&B
GALLORIA 4055歳向けレディース・カジュアル
Berkly Road メンズ・カジュアル
住居品 IY BASIC タオル，シーツ，布団
出典イトーヨーカ堂（中国）HP を参考に筆者作成
10 中国商報2015年 3 月18日付け「ヨーカ堂北京再生の希望」より引用。
国）とセブン・イレブン（中国）が亀田製菓など日本メーカーの現地工場や対日輸出経験のある中
国メーカーを活用して共同開発した初めての現地生産の統一 PB である。第一弾として米菓に加
え，ドライフルーツや落花生など31品を売り出したが，輸入品や同等の品質の商品として割安な
価格設定をして，価格と価値の訴求の両立を狙う。
食品分野以外，衣料品の独自商品戦略も強化されている。衣料品では，進出の初期から展開した
カジュアル衣料品の「IY BASICS」と「L & B（life and beautiful）」に加え，ファミリーカジュ
アルウェアの「bpi」，旅行をテーマにするメンズ・カジュアルの「Berkly Road」，レディース・カ
ジュアルの「GALLORIA」も展開されるようになった。まだ全体の売上に占める割合が小さい
が，競争の差異化と粗利益改善の 2 点から今後も自社開発商品の拡充が図れる10。ヨーカ堂（中国）
は2004年頃に，段階的に独自商品の比率を引き上げ，将来的に衣料品売上高の約半分を現地での
自社開発商品にする目標を打ち立てたが，出店スピードが予定より大幅に遅れているため，まだ有
利な取引条件を引き出せる発注ロットには達していないと考える。そのため，現地輸出メーカーの
使用する素材に相乗りしたり，ヨーカ堂本社が開発した PB を現地に適したスタイルやサイズに変
更したり，現地メーカーと協力してヨーカ堂向けのブランドを導入したりするような開発方式で関
連のノウハウを蓄積しながら，独自商品の本格化をしていく方針である。
 総括
以上文献研究と現地での店舗視察にもとづいて，ヨーカ堂（中国）の独自商品戦略を進出初期，
模索期と加速期の 3 つの段階に分けて，食料品と衣料品分野での取り組みを中心に整理した。初
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期に衣料品部門に PB を大量に投入したのは利益率の改善や競争の差異化といった目的ではなく，
現地商品の調達を補うためであった。だが，現地消費者のニーズに合致しない PB が売れるわけに
はいかず，衣料品部門における初期の PB 導入は失敗に終わった。食料品に関しては初期から自社
の標的顧客である中流階層を意識して，日本の技術を生かした新しい食文化の提案に力を入れてい
た。きめ細かい商品管理とサービスが奏功し，衣料品部門より一定の成績を収めたが，標的顧客の
中流階層が当時まだ十分に育っておらず，高めに値段設定された生鮮食品は消費者から敬遠された。
初期の挫折を乗り越えたヨーカ堂（中国）は独自商品についての模索を繰り返すが，徐々に衣料
品部門と食料品部門の結果が明暗を分けるようになる。2004以降の中国の飛躍的な経済成長を背
景に，中流階層の購買力が向上し，ヨーカ堂が提案してきた上質の食料品を認める消費者も増えて
きた。さらに，2003年に発生した「SARS」や頻発する食品安全問題によって，消費者の食品に関
する意識や買い方にも変化が現れた。そうした中で，ヨーカ堂が開発・提案した安心・安全で上質
の生鮮食品が割高にもかかわらず，消費者から高い支持を集めた。同時に新しい食の提案と競合他
社では買えない日本食品の取り扱いも特徴ある食品売場を作り出し，欧米勢や現地小売業との差を
つけた。一方，衣料品部門は初期の反省を生かし，開発方式を調整しながら PB 展開を続けていた
が，開発のノウハウが確立していないことに加え，開店速度と人材の育成が追いついていないた
め，全体の売上への貢献が限られていた。
2009年以降の経済環境と競争状況の変化で，ヨーカ堂（中国）の独自商品戦略がさらに加速し
た。セブンアイグループの世界共通の PB を導入したほかに，セブン・イレブン（中国）と協力
して現地向けの PB 食品の開発に着手した。欧米勢や現地の大手小売業より店舗数がはるかに少な
いという不利な点を補うため，グループ企業の力を集結して独自商品の食品開発に取り組むことが
この時期の大きな特徴である。衣料品部門では，以前から展開してきた定番の PB に加え，現地向
けの新しいブランドも開発されたが，店舗数の制限でなお有利な取引条件を引き出せない状況にあ
る。
. 考 察
ヨーカ堂（中国）における独自商品戦略を文献研究や店舗視察の情報を中心に把握し，分析して
きた。その結果，独自商品戦略でのヨーカ堂の取り組みは中国に進出した当初からスタートし，現
在なお強化されつつあるが，そのプロセスが決して平たんではなかったことが映し出されている。
以下では，先行研究の仮説と照らし合わせながら，冒頭の設定課題に関する考察を行う。
 小売業の海外進出に独自商品戦略が担う役割
中国は1992年に流通市場を漸進的に開放して以来，急速かつ大規模な経済成長と巨大な消費人
口を有する大きな消費市場などの魅力によって，世界各国の有力小売業が競って進出する激戦区に
なっている。一部の現地小売業も外資と競争する中で近代的小売経営のノウハウを習得し外資小売
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業と拮抗できるほどの成長を収めた。中国小売市場での競争は外資同士の競争に加え，外資対現地
企業，さらに同業態間から異業態間競争にまで広がり，中国市場で競争優位を維持していくことが
ますます難しくなっている。
こうした状況はヨーカ堂の成都と北京での展開からもはっきりと読み取れる。内陸部の成都にい
ち早く参入したヨーカ堂は先発優位で地域一番店の座を獲得できたが，ここ数年は外資と現地小売
業の集中出店を受け，激しい競争にさらされている。一方，北京での出店は最初からパークソン
（百盛），カルフール，プライス・マート等外資大手との競争に直面していた。そのため価格競争に
巻き込まれて，業績不振になり2010年以降の店舗閉鎖が相次いだ。厳しい競争の中で競合他社と
差異化をはかり，かつ粗利益の改善も期待できるものとしてヨーカ堂（中国）に重視されたのは独
自商品戦略である。カルフールやウォルマートのようにスピード出店でいち早く規模の経済性を享
受し，豊かな品揃えと低価格路線で顧客を引き付ける戦略と異なり，ヨーカ堂は上質な商品ときめ
細かいサービスの提供をコンセプトにしている。顧客に訴求しやすい低価格路線を取らないゆえに
独自商品戦略の必要性が一層高まると考えられる。同様のことは外資小売業の日本市場参入におい
ても指摘されている。鈴木（2007，p.36）は外資総合大型店の多くが日本で失敗して，専門店が
うまくいっている状況について，外資専門店は商品に特異性があり，消費者に強くアピールするも
のがあるのに対し，総合大型店は商品の差別化が難しいとの見解を示した。
また，外資小売業に対する消費者の期待に応える意味においても本国らしさを出す独自商品は小
売業の海外進出にとって極めて重要である。ヨーカ堂（中国）が2014年に行った消費者調査の結
果から「日本企業としての特徴が足りない」，「輸入食品が少ない」といった意見が多く，現地の消
費者が日系小売業に日本らしさを期待することが示されている。同様のことはカルフールが日本市
場に参入した時も起きた。日本の消費者が欧米風の商品を期待していたが，カルフールでは加工食
品のうち日本製品を主体とした商品政策を取ったため，消費者のニーズを満足させることができな
かった（白，2003）。ヨーカ堂が進出当初から一貫して新しい食の提案を意識して取り組んでお
り，おにぎりや納豆など日本食の提案も現地消費者に高く評価されたので，食品部門の独自商品企
画については一定の成功を納めたといえる。ただし，購買力と健康意識が高くなって，上質で新し
いものを求める中国消費者のニーズに応えるためには，今後も一層日本らしさを強調する独自商品
戦略を強化すべきであろう。
さらに，進出初期に導入された本社開発の衣料品 PB は失敗に終わってしまったが，地元の供給
業者から仕入れられなかったという当時の難局を乗り越えることに一定の役割を果たしたことは否
めない。模索期に始まり，現在なお開発が活発に行われている食品分野の独自商品も供給業者依存
型のみの調達ではとても提供できないといえる。そういう意味から考えると，現地の NB 仕入に問
題が発生した場合や NB のみでは満足のいく品揃えを提供できない場合に，独自商品の導入がサプ
ライチェーンにおける小売業の消極的受動性の克服に大きな役割を果たすと考える。
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 独自商品展開における重要な要素
海外に出店して現地市場向けの独自商品を企画，開発するには現地市場への正確な理解がなけれ
ば成功できない。先進国である母国市場で蓄積したノウハウをそのまま現地に持ち込んでも通用し
ない場合が多々ある。ヨーカ堂が中国に進出した初期に展開した衣料品 PB とパック詰め生鮮食品
が消費者に敬遠されたのも現地市場への理解不足によるものである。そのため，先行研究で指摘さ
れた現地化段階の「適応化」が総合小売業にとっては避けて通れない課題である（Salmon and
Tordjman, 1989Douglas and Craig, 1995川端，2000）。
先行研究の指摘とおり，独自商品の展開にあたり，小売企業の販売消化能力も成功を左右する重
要な要素になる。これは小売業の海外進出に限らず国内市場での独自商品展開についてもいえるこ
とである。一定の店舗規模と販売可能数量がなければ，商品開発の際に有利な取引条件を引き出せ
る発注ロットに達することさえ困難である。さらに，メーカーからの仕入れ販売と違って，独自商
品は買い取り方式がほとんどであり，一定の販売消化能力がなければ在庫が陳腐化するリスクが高
まる。この問題はヨーカ堂（中国）の食品と衣料品の PB 開発にも現れている。食品 PB について
は，グループ企業のセブン・イレブンとの共同開発や東京本社が開発した PB の導入などの対策が
すでに2009年以降に行われるようになった。一方，衣料品部門に関しては，食料品を中心に取り
扱うセブン・イレブンとのシナジー効果が期待できず，店舗数の少なさが今後も PB 開発のネック
になると予想される。
もちろん，先行研究が指摘しているように，小売事業モデルは商品とサービスを提供する場であ
る店頭における小売業務システムとそれを後方で支援する商品調達，商品供給システムによって構
成される（矢作，2007）。したがって，商品調達システムの一部である独自商品の企画と開発も小
売業務システムと商品供給システムのサポートなしには成功できない。事例研究では詳しく記述し
なかったが，ヨーカ堂が中国店舗で徹底した単品管理，接客サービスと売場作りへの工夫などはい
ずれも独自商品の展開に大きく役立っている。徹底した単品管理がなければ，売れ筋と死筋の把握
ができず盲目的な商品開発が起きてしまう。きめ細かい接客サービスや売り場，売り方の工夫がな
ければ，NB を PB に置き換えても消費者に買ってもらうことが難しい。実際に，ヨーカ堂は中国
に進出した当初からきめ細かいサービス，クリーンで活気あふれる売場作り，上質な商品の提案に
取り組んできたから，商品のバラエティ，品質，サービスではカルフールなどの競合店より高く評
価され，良き店舗イメージを構築できている（胡，2003）。こうした良好な店舗イメージと顧客と
の信頼関係は今後の独自商品の展開に有利な前提条件を築いたといえる。一方，独自商品の企画と
開発は現地サプライヤーやメーカーの協力を必要とする場合がほとんどであり，現地供給業者と協
同的な関係を構築することも独自商品戦略を成功させるうえでのポイントになる（Elg et al.,
2008Coe and Lee, 2006）。ヨーカ堂の場合，中国に進出している日系企業と輸出経験のある現地
メーカーを如何に活用していくかも今後の独自商品開発における課題であろう。
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. 今後の課題
本稿は小売企業の海外進出における独自商品戦略に焦点を絞って，先行研究の整理を踏まえてイ
トーヨーカ堂（中国）の独自商品戦略について考察した。しかし，単一事例考察であるため，今後
は異業態の考察を視野に入れ，競合店との比較も踏まえてより緻密な分析を行うよう努力していか
なければならない。また，重要な設定課題へのアプローチ手法はおもに既存文献やデータにもとづ
いて考察を行ったため，分析に必要な情報が必ずしも十分とはいえない。さらに，品揃えという意
味での差異化について言及したものの，経験価値としての PB の価値については全く検討しなかっ
た。今後は企業関係者へのインタビューや現地消費者に対する調査などを通じて，本稿の論点を検
証し補強していく必要がある。
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